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一
　
高齢社会の急激な進行と高齢者の加害事故の増加
（一）
　
現在、日本においては高齢社会が急激に進行しており、少子化とともに、現在及び将来の日本の社会に重大な
悪影響を及ぼしつつあり、また、及ぼすことが予想されている。高齢社会の一層の深刻化と少子化は、相まって、一言で言えば、日本の社会の活力を大きく損なう の認識が、近年、広く社会に浸透し、政治、行政、経済等の分野で
八二八
様々な対策、施策がとられ始めており、特に政治、行政の分野においては、将来深刻な事態を招来するおそれのある少子化をめぐる諸問題の解決を図るため、少子化対策として様々な支援策がとられ、重要 政治・行政の課題になっている。その反面、高齢化対策は、限界集落の増加、地域社会の崩壊、年金負担の増加等の高齢者の生活だけでなく、社会全体にわたる深刻な事態に直面してい 財政的、経済的な負担の増加と困難な調整を図る対策が模索されている。
ところで、このような重大な社会の変動は、民事に関する法律実務の分野にも、徐々に、あるいは急激に影響を及
ぼすことは不可避であり
（行政法の分野においては、前記の諸政策を実施するために、法律の制定、改正が繰り返されてきてい
る）
、既に約二〇年も前から影響が見られたところである
（平成一一年の成年後見制度を導入した民法の改正（平成一一年法
律第一四九号） 、任意後見契約に関する法律の制定も、その影響の一部である）
。
日本における高齢社会の状況と予測は、従来人口問題研究所等において推計されており、高齢者
（満六五歳以上の者）
の総人口に占める割合
（高齢化率）
は、平成二二年には二三・〇％、平成二五年には二五・一％に上昇し、今後も急激
な増加傾向にあると予測されている
（現在の増加の主要な原因は、団塊の世代の高齢化である）
。
日本社会において高齢者の増加は、経済活動、消費活動、社会活動等、社会全般に大きな影響を多方面で及ぼして
いるが
（現在は、その過渡期であり、今後も影響が多様化し、深刻化することが容易に予想される）
、首都圏、大都市圏、地方
都市、過疎地等において様々な様相の影響を及ぼし、全国的な問題として捉えられている。もっとも 高齢社会の及ぼす影響・問題は、地域によって多 であり、深刻さもまちまちであるが、地方都市、過疎地におい 影響・問題はより深刻であり、地域社会の崩壊が見られるところもある
（地方都市、過疎地においては、高齢社会の進行は、高齢者らの
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住民の生活全般に大きな影響が生じている）
。高齢社会に関わる影響・問題については、現在、政治、行政
（国の行政、地
方の行政）
において重要な政策課題として取り上げられ、徐々に実施されている
（高齢者にとって利便性のある政策だけ
でなく、負担を強いられる政策もある）
。
高齢社会が進行した状況における高齢者をめぐる法律問題を検討し、議論の対象とすることは、行政法、民事法、
刑事法といった従来の枠組みにおける各法分野の法律全般にわたるものであるだけでなく、国全体に及ぶ法律問題でもあるし、高齢者を取り巻く、家族、地域住民、事業者等の多種多様な属性の人との間 、高齢に達した後、死亡に至るまでの法律問題
（死後にも法律問題が生じることがある）
を論ずることになる。
（二）
　
本稿は、このような広がりと深さをもつ法律問題全般を取り上げて、検討しようとするものではなく、高齢者
が関係する事故を背景と て、そのうち高齢者が加害者となる事故をめぐる法律問題に焦点を当てて検討するものである。高齢者が関係する事故は、高齢者が被害を受ける事例が多いと推測され、取引事故
（高齢者が被害を受ける多く
の事例は、取引に関係するもので り、取引の相手方は、悪質な事業者 特殊詐欺の加害者だけではない）
、製品事故
（製品の多
様化、複雑化 高齢者の判断能力 低下等に伴って事故 発生しやすくなっている）
、設備事故
（社会生活を送るに当たって様々
な設備を使用するに当たって、転倒、転落等の事故に遭うことが多くなっている）
があり、判例においても多数が法律雑誌に
公表され、社会的にも話題になっているが
（筆者は、これらの判例を「高齢者を悩ませる法律問題」 （判例時報社、一九九八
年）として分析し、取りまとめたことがある）
、本稿においては、逆に高齢者が加害者になっている事故
（高齢者の加害事故）
を取り上げるものである。
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なお、高齢者の被害事故について、近年、特徴的な事故として成年後見が開始された高齢者が成年後見人によって
保有財産が不正に使用、処分、費消等される事故が多数発生しているようであり、マスメディアにより報道されたり、法律雑誌で話題になったり 判例として公表されたりしているところ
（成年後見人による財産の不正処分・使用に係る事
故において、国家賠償責任が追及され、家庭裁判所の監督上の過失 肯定された判例もある）
、高齢者が被った被害は、再度稼
ぐことが不可能で、生きるために不可欠な財産であり、重大な問題になっている。
二
　
高齢者の加害事故の諸相
（一）
　
高齢者の加害事故は、従来はさほど話題になることはなく、少なくとも法律雑誌、法律実務において問題とし
て取り上げられることはなかったが、近年、高齢のドライバーによる交通事故、老人ホーム等の施設内における暴力事故、介護等に伴う家族内の暴力事故、近隣の住民等 間のトラブルで高齢者が関与する事故がマスメディアに って報道されることがあり、その報道される事例も増加しているようである。
これらの高齢者の加害事故のうち、特に高齢者が自動車を運転中、交通事故を発生させる事例が増加傾向にあり、
交通行政において 高齢者の運転免許取得の厳格化 図られる等してきたが、高齢者の運転に係る交通 は多数発生し、時々マスメディアによって報道される等してい 。交通事故の加害者となった高齢者の年齢は 報道された事例を見ても、九〇歳とか、八八歳 いった高齢者であり
（八〇歳代の高齢者が珍しくない）
、日本の現在の高齢社会の事
情を如実に反映した事故であることを示している。首都圏、大都市圏においては、公共交通機関が整備されてい こ
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とから、日頃さほど気に留めることはないが、地方都市、過疎地においては公共交通機関が衰退し
（多くの公共交通
の路線が廃止されてきている）
、日常的に利用することができない状態であり
（いわば「生活の足」のない生活状態である）
、
自ら自動車を運転し 利用しなければ、日常生活を送ること自体不可能になっ いる。地方都市、過疎地においては、しかも、日常生活に必要な住民サービスを提供する公共施設、店舗等の商業施設等の施設も居住地から遠く離れ、自動車の利用を前提 した場所に存在す こと等の事情も相まって 自ら自動車を運転することが必要不可欠になっている。高齢者の自動車の運転免許の更新、保持を困難に 行政 実施される事情には理解できるところがあるものの、現実に自動車を ら運転 なければ日常生活を送ることが事実上不可能な状況 下 おいては、高齢者に自動車の運転を諦めさせることもできない。現に、地方の都市、町村、過疎地の道路を 動車で走行したり、ショッピングセンターに行ったりす と、多くの高齢者が自動車を運転してい し、高齢者 高齢者を同乗させて運転し いとが多い。なお 最近は、 高齢者が高速道路を利用することも多く、 高速道路 逆走事故の事例も社会的 話題になっている。（二）
　
また、現在進行しつつある高齢社会は、高齢者の増加、高齢化率の上昇の現象だけでなく、同時に少子化の進
行、核家族化の進行 並行していることから の介護、世話を家族だけに依存す 著しく困難に り、介護を専門とする事業者の提供するサービスに依存することが通常になってい
（介護保険制度等の高齢者福祉の制度は、
これを支援するものとして機能している）
。現在、大都市部、都市部、町村部、過疎地を問わず、全国において、デイサー
ビス等の各種の介護サービスを提供す 事業者の運営する施設が開設・運営され 事業者の送迎用の自動車をあちこ
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ちで見かけるようになっている。しかし、他方、家族による介護の要望も相当に根強くあり、実際、家族が相当広い範囲で介護に携わっている事例が見られる
（家族の中には、自分の職を辞して介護を担っている者も少なくない）
。家族によ
る介護においては、高齢者の夫婦が他方の介護を行う老々介護の事例も珍しくなく、社会的な話題にもなっている。家族による介護は、一面で親身 ある介護であることも事実であるが、他方で、介護疲れを誘発し、家族特有の関係から被介護者に対する暴力 ハラスメントに至 事例、介護に当たって 不注意な事故の事例も発生 てお 老々介護のように高齢者が高齢者を介護する事例にお ては、高齢者が加害者になることがある。介護事例の中には介護者が孤立し、介護者による被 者等に対する暴力事件、さらに殺人 件が発生した も報道されている。（三）
　
さらに近年話題を集めているのが、高齢者が居住する有料老人ホーム、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、あるいは高齢 が介護サービスを受け 老人デイサービスセンター、老人短期入所施設における高齢者間の様々なトラブルがあり、高齢者が加害者になってい である。高齢者は、年齢の進行とともに、身体的能力、精神的能力が低下するものの 他人 対する様々 感情を抱き、感情に押される等 て 人に対して加害行為に及ぶことがある。世間の一般の認識では、高齢者は、分別があり、感情 走 加害行為を行うことはないなどと考えているかもしれないが、実際には、感情的であり、頑固 あり、気短であり、加害行為を行う身体的能力が十分に備わっ のが実情である。高齢者 施設における高齢者の加害行為は 嫌がらせ、いじめ、誹謗中傷だけく、暴行、傷害、殺人に至る事例 ある。
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（四）
　
高齢者が他人を加害する行為は、以上紹介したものに留まらないが、高齢者が加害行為を行った場合、どのよ
うな法的な責任を負うかが問題になるところ、高齢者の精神的能力、判断能力の程度によっては、その責任の有無・内容・程度に従って検討することが必要になる。しかし、高齢者の精神的能力、判断能力の程度を判断する場合、年齢のみによって判断することはできないし、能力の程度が一律に低下するものでもなく、生活状況、その日の状態によっても変化するし、加害行為の時点でどのような能力の程度であったかを判断することは困難であることが多い。この うな高齢者に特有な事情があり、高齢者 法的 責任等を検討し、判断 ことには困難が伴う。
三
　
高齢者の加害事故に関する法的な枠組み
（一）
　
高齢者が加害者になる事故について、高齢者、その関係者がどのような法的な責任を負うかは、加害行為の内
容・態様、加害行為の場、高齢者の精神的能力の程度、高齢者と加害者との関係等 事情によ て異なるが、その法的な枠組みについて検討しておきたい。この法的な枠組みを検討するに当たっては、いくつかの視点から分類して検討することが便利であり、分かりやすいが、①高齢者の責任能力の有無、②高齢者 対する介護の有無、③加害行為の場の種類
（高齢者の介護施設、自宅、その他の場所）
、④加害行為の方法・手段の性質
（自動車、自転車、電動車椅子、刃
物、その他の方法・手段）
の視点から分類し、検討することができる。本稿の関心事に照らしていえば、高齢者の責任
能力の有無
（民法七一三条）
を基準とすることが、まず重要であるから、この視点から高齢者の加害行為に係る法的な
責任の概要をみておきたい。
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（二）
　
高齢者が責任能
力
）（
（
を有する場合には、高齢者が加害行為をし、不法行為の要件を満たしたと
き
）（
（
は、高齢者自身
が損害賠償責任を負うことは明らかであるが、高齢者が責任能力を有するものの、精神的能力等が低下しており、他人の介護、看護、監督を受けていたような場合、その他人もまた損害賠償責任を負うかは別に検討すべき問題である。
周知のとおり、未成年者の場合にも、高齢者と同様に、不法行為上の損害賠償責任に関する責任能力の有無をめぐ
る問題が生じ得るところであり、責任能力が認められ 未成年者の不法行為については、監督義務者は、不法行為の要件を満たす限り、自ら民法七〇九条に基づく損害賠償責任を負うと解されており
（最二判昭和四九・三・二二日民集
二八巻二号三四七頁。学説も大方賛同しているし、訴訟実務においては定着した法理になっている）
、この法理は、責任能力が
認められる高齢者の場合にもその適用を否定する根拠はない。責任能力を有する高齢者の場合には、未成年者と 異なり、常に監督義務 が存在する ではないが
（未成年者の場合には、親権者がいることが通常であり、親権者と未成年
者との間の密接な関係の存在が監督義務者の認定、監督義務者の過失の判断 当たって重要であるが、親権 だけが監督義務者としてその不法行為が問題になるわけではない）
、そもそも不法行為上の注意義務は、常に法律上の明文の注意義務が存在
しなければならないものではなく、信義則上 あるい 条理上注意義務が認められることが必要であり、かつ、足りるとの見解によると、責任能力のある高齢者の加害行為につい 、高齢者の世話等を行 いる者は、 との関係によっては、不法行為を負うことが り得るというべきである。（三）
　
他方、高齢者が責任能力を有しない場合には、民法七一三条本文の適用により、高齢者自身は、損害賠償責任
を負わないこと なる反面 高齢者を監督する法定 義務を負う者がい 場合には 監督 者が損害賠償責任を負
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うものであり
（民法七一四条一項本文）
、監督義務者に代わって高齢者を監督する者
（代理監督義務者と呼ばれている）
が
いる場合には、この代理監督義務者も損害賠償責任を負うものである
（同条二項）
。
法定監督義務者としては、高齢者の場合には、例えば、後見人
（民法八五八条）
、精神障害者の保護者
（旧精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律二〇条。なお、平成二五年の同法の改正により、保護者制度は廃止されている）
がこれに該当す
るとして、例示されており 学説上ほぼ異論のない状況である
し
）（
（
、保佐人も法定監督義務者に該当し得るとする見解
もあ
る
）（
（
。法定監督義務者については、民法七一四条一項の類推適用を認めることができるかの議論があるが、これを
肯定する見解もある
）（
（
。
また、代理監督義務者としては、高齢者の場合には、例えば、施設の長
（精神病院長など）
がこれに該当するとして、
例示されているし、施設の職員が直接に監督行為に当たっていたときは、その職員も代理監督義務 に該当し得ると解されてい
る
）（
（
。代理監督義務者は、法律の規定、法定監督義務者との契約に基づき監督義務を負う者が典型的な者で
あるが、事務管理に基づき監督義務を負うことを認め 見解も有力である
）（
（
。
法定監督義務者、代理監督義務者の損害賠償責任の性質については議論がある
が
）（
（
、監督義務違反又は過失の立証責
任が転換された中間的責任、加害行為者の責任無能力を前提とする補充的責任であると解されるとと に、違反は、責任無能力者である高齢者の加害行為自体につ ての 義務違反ではなく 高齢者に対する一般的な義務 であると解されている。
さらに、法定監督義務者、代理監督義務者以外に、事実上の監督者が民法七一四条二項の適用、類推適用による損
害賠償責任を負うか 問題になるところ、これを肯定す 見解も有力である
）（
（
。
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（四）
　
高齢者の判断能力が低下し、意思能力を有しない程度になった場合、平成一一年の成年後見制度の導入等を内
容とする民法改正によって制度が変更されているが、法定監督義務者、代理監督義務者をめぐる法律問題については、成年後見制度の導入によってその範囲がより限定されることはなく、むしろ実質的には拡大され、充実強化されているというべきである。
平成一一年の民法改正前においては、高齢者の判断能力が低下した場合、禁治産宣告、準禁治産制度を利用するこ
とができ、禁治産宣告がされたときは
（改正前の民法七条、八条。なお、以下、特段の指摘をしない限り、民法の規定は、現
行法のものであ ）
、後見人は、財産の調査及び目録の作成等の事務を処理するほか
（改正前の民法八五三条ないし八五六
条）
、禁治産者の療養看護
（同法八五八条。具体的には、禁治産者の後見人は、禁治産者の資力に応じて、その療養看護に努め
なければならず、禁治産者を精神病院その他これに準ずる施設に入れるには、家庭裁判所の許可を得なければならないと定められていた）
、財産管理、代表
（同法八五九条）
の事務処理を行うことになっていた。禁治産者が加害行為を行った場合、
禁治産者に不法行為上 責任能力
（自己の行為の責任を弁識する能力）
が認められないかどうかは、法律行為の結果の弁
識能力とは同じではないも の、原則として責任能力がない状態であると認めることが合理的であるところ、学説上は、前記のような権限を有する後見人は典型的な法定監督義務者であると解さ ていた。準禁治産者の場合には 高齢者が準禁治産宣告を受 た程度であるからといっ 、常に責任能力が肯定されるわけではなく、加害行為時の能力の程度によって判断されるべきであった。
平成一一年の民法改正以後においては、禁治産宣告制度に代えて、成年後見制度が導入され
（改正後の民法七条、八
条。なお、成年後見のほか、保佐、補助の制度も導入されている）
、高齢者の判断能力が低下し、成年後見の審判がされた
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場合には、成年後見人は、財産の調査及び目録の作成等の事務を処理するほか
（同法八五三条ないし八五六条）
、成年
被後見人の意思の尊重及び身上の配慮
（同法八五八条）
、財産の管理及び代表
（同法八五九条）
の事務を処理することに
なっている。このうち、成年被後見人の意思の尊重及び身上の配慮は、成年後見人は、成年被後見人の生活、療養看護及び財産管理に関する事務を行うに当たっては、成年被後見人 意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならないとされているところであり
（民法八五八条）
、被後見人の生活、療養看護に関する事務
も行うことが予定されている。平 一一 の民法改正 前後において、後見人 権限、義務が変化したか、どのように変化したかは、議論があ も 立法担当者の説明によると、実質的には拡大し、充実強化したものと解されているところであり
）（（
（
、この理解が同改正の趣旨に合致するものということができる。
四
　
最近の高齢者の加害行為 事例
（一）
　
ところで、近年、高齢者の加害行為による責任能力、法定・代理の監督義務者の責任をめぐる事件が発生し、
地裁、高裁の判決の際、テレビ、新聞等で報道され、社会 関心を呼んだことがある。これらの判決は、従来 判決学説の内容、傾向に照らすと、通常の法的な枠内の判断を示したも と考えられるが、高齢社会においては疑問な判断であるとするマスメディアがある一方 さほどの問題はないとの見解を示すマスメディアも見られ 高齢社会における高齢者の加害行為を取り巻く利害関係の対立、意見の対立の深刻さの一端を窺わせるものであった。
八三八
（二）
　
この事件の概要は、概ね、次のようなものである。
高齢者Ａ
（後記の本件事故当時、九一歳）
は、不動産仲介業を行う等の事業を行っていたところ、平成一二年末頃か
ら認知症が家族に気付かれるようになり、平成一四年三月頃、妻
Ｙ
（（本件事故当時、八四歳）
、長男
Ｙ
（、その他の子
Ｙ
（
（ほかに子として
Ｙ
（、
Ｙ
（がいる）
らが家族会議を開き、Ａの介護に関する話し合いを行った。
Ｙ
（らは 介護の実務に精通
する
Ｙ
（の意見を踏まえ、
Ｙ
（の妻ＢがＡの自宅に転居して同居し、
Ｙ
（、ＢがＡの介護をすることになった。Ａは、要介
護の認定を受け、リハビリを受け、病院に通院、入院し、生活の世話を受ける等していたが、平成一七年八月以降、徘徊が見られるようになり
（Ａは、二度、家族の知らないうちに夜中に外出 行方不明になったことがあった）
、Ｂは、警
察の指導を受け、氏名等を記載した布をＡの上着等に縫い付けたり、Ａ宅の玄関にセンサーを設置したり等する対策をとったこと あった。Ａは 平成一九年二月 要介護四の認定を受けたが、
Ｙ
（、
Ｙ
（、Ｂは、特別養護老人ホームに
入所させることを検討し ところ 引き続き自宅で介護す ことを決め 介護を続けていた。Ａは、同年一二月七日夕方、自宅兼事務所にいた後 外出し Ｂらが付近 探す等したが、見 からなかったところ、Ａは、Ｘ株式会社の運営する鉄道のＣ駅構内 立ち入り、列車 衝突
（本件事故）
、死亡した。Ｘは、平成二〇年五月、本件事故により
被った損害の処理につき話し合 い旨の書簡 Ａの遺族に送付したところ Ａの遺族代表とする
Ｙ
（の代理人弁護士
がＡが継続的に事理弁識能力を欠いていたなどの旨の返書を送付し、賠償を拒否した。なお Ａの遺産は、複数の不動産 あったほか、金融資産として五〇〇〇万円を優に超えるものがあったが、
Ｙ
（らは、同年一〇月、
Ｙ
（が重要な財
産を取得するなどの内容 遺産分割協議を行 、それぞれが財産を取得した。
Ｘは、平成二二年、本件事故により上下二〇本の列車に一二一分ないし一二二分の遅れが生じ、振替輸送を手配す
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るためＣ株式会社に五三四万三三三五円を支払い、旅客対応の人件費等を含め合計七一九万七七四〇円の損害を被ったと主張し、選択的に、
Ｙ
（ないし
Ｙ
（に対して民法七〇九条、七一四条に基づき、又は同法七〇九条に基づくＡの損害
賠償債務の相続により損害賠償を請求したのが本件事件である。
本件では、①Ａの責任能力の有無、②
Ｙ
（らの民法七〇九条に基づく責任
（他者加害防止義務違反）
の有無、③
Ｙ
（らの
民法七一四条に基づく責任の有無、④Ｘの損害が争点になったものである。
本件は、高齢者がその経緯は明らかではないものの、鉄道の駅構内に立ち入り、列車と衝突し、死亡したことから、
鉄道会社が高齢者の相続人らに対して損害賠償を請求した事件であり、高齢者に責任能力がある場合には、相続人らが損害賠償義務を相続して承継したことになるが
（法定相続分に応じて分割して承継することになるが、本件では、この論
理は選択的に主張されている）
、責任能力が認められない場合に備えて、相続人らにつき民法七〇九条、七一四条所定の
責任が問題になったわけであ 。（三）
　
第一審判決
（名古屋地判平成二五・八・九判時二二〇二号六八頁）
は、争点①について、Ａが責任能力を有しなかっ
たと認定、判断した上
（ＸによるＹ
（らの相続承継を主張を前提とする選択的請求は理由がないとして排斥した）
、争点③につい
て、本件事故当時、
Ｙ
（は、Ａの重要な財産の処分や方針の決定等をする立場・地位はＡから長男
Ｙ
（に事実上引き継が
れていたとし、社会通念上、民法七一四条一項の法定監督義務者や同条二項の代理監督者と同視し得るＡの 実上の監督者であっ し、その余のものは事実上の監督者と認めることはできないとし、
Ｙ
（の同条二項の準用による損害
賠償責任を肯定し、争点②について
Ｙ
（は、Ａから目を離せば、Ａが外出して徘徊し、本件事故のような他人の生命、
八四〇
身体財産に危害を及ぼす事故を惹起する危険性を具体的に予見することができたとし、
Ｙ
（の過失を認め、民法七〇九
条の損害賠償責任を肯定し、その余の責任を否定し、争点④ ついて、Ｘの主張に係る損害を認め、過失相殺を否定し、Ｙ
（、Ｙ
（に対する請求を全部認容し、Ｙ
（らに対する請求を棄却した。
（四）
　
この判決に対し、
Ｙ
（、
Ｙ
（が控訴したところ、控訴審判決
（名古屋高判平成二六・四・二四判時二二二三号二五頁）
は、事実認定につき基本的に第一審判決を引用し、争点①については、Ａの責任能力を否定し、争点③については、監督義務者等の賠償責任を定める民法七一四条の規定は、監督義務上の過失の不存在等の免責要件の存在の立証責任を監督義務者等に負担させるととも 、監督上の過失につき責任無能力者 生活全般に対する一般的な監督義務上の過失で足りるものであるし、 無能力者の加害行為についての予見可 性と結果回避可能性の存在が肯定される場合には、同法七〇九条により損害賠償責任を負うとした上、本件で Ａが重度の認知症による精神疾患 有する者として、精神保健及び精神障害福祉に関す 法律五条 精神障害者に該当することが明らかであった者と認められ、同法二〇条一項、二項二号により、
Ｙ
（がＡの配偶者として保護者の地位にあったとし、現に夫婦が同居して生活してい
る場合には、夫婦としての協力扶助義務の履行が法的に期待されないとする特段 事情 ない限り 精神障害者となった配偶者に対する監督義務を負い、民法七一四条一項 監督義務者に該当するとし、
Ｙ
（が監督義務者であると認
め、
Ｙ
（はＡにつき成年後見の申立てがされた場合には、後見開始決定がされ、成年後見人に選任される蓋然性が大き
かったと推認されると たものの、Ａ 監督義務者であったとはいえないとし、
Ｙ
（の同法七一四条一項の責任を肯定
し、
Ｙ
（の同責任を否定し、争点②については、
Ｙ
（、
Ｙ
（においてＡが鉄道の線路内に入り込むような行動をすることを
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具体的に予見することは困難であったとし、同法七〇九条の責任を否定し、損害につきＸの主張に係る損害額を認めた上、同法七二二条二項の過失相殺事由が認められない場合であっても、損害の公平な分担の精神により、加害者側・被害者側の諸事情を考慮し、損害額の五割の賠償責任を認める が相当であるとし、第一審判決中、
Ｙ
（らに関す
る部分を変更し、
Ｙ
（に対する請求を一部認容し、
Ｙ
（に対する請求を棄却した
（なお、本件は、現在、上告審に係属中であ
る）
。
（五）
　
第一審判決と控訴審判決は、結論とその論理に若干の違いがあるが、成年後見が認められる程度の判断能力で
ある高齢者が加害行為を行った場合について、いずれも介護を行っていた一部の家族の法的な責任を肯定したものである。これらの判決については、本件の訴訟においても家族が包括的かつ結果責任に等しい厳格 負うことになれば、家族が介護を躊躇するようになることが明らかであり、我が国の介護現場は直ちに崩壊す 等と反論され、各判決の際 一部マスメディアにより同様 論調の批判がされたものである。
第一審判決も、控訴審判決も、その関係法律の規定の解釈、論理は、いずれも前記のとおり、従来の通説、有力説
の範囲内のもので り
（未成年者以外の事案に関する民法七一四条の適用が問題になった判例参照
））（（
（
、結論に至る認定、判断
の若干の違いを別にすれば、従来の学説、判例の流れ 沿ったも であると評価できる。本件では、仮に高齢者につき成年後見が開始され、家族の誰かが成年後見人に選任されてい 場合
（成年後見開始の申立てがされていれば、成年後
見が開始された蓋然性が高かったものと推測さ る）
には、成年後見人が民法七一四条一項の法定監督義務者として損害
賠償責任を認められたことはほぼ確実であったと推測される
（前記の各判決の論理と文言を読むと、その旨が示唆されてい
八四二
る）
。また、本件では、仮に高齢者に責任能力があった場合には、高齢者の高額の資産の保有状況に照らすと、高齢者自
ら損害賠償責任を負い、損害賠償義務が履行された蓋然性は高かったものということができる。
第一審判決、控訴審判決に対しては、マスメディアの一部等から認知症の高齢者の介護の実情等を根拠に不可能な
介護を強いる等といった批判を受け、本件で被告となった家族からも、マスメディアの一部の批判と同様に、訴訟において家族の責任を認めることは介護現場が直ちに崩壊する等といった反論が主張されて たが、これらの批判は極端な論理に過ぎ、合理的な根拠と裏付けを欠くもの あるし、民法七一二条から七一四条の各規定の趣旨、解釈、例を無視な し軽視したものであ
（責任無能力者、法定監督義務者、代理監督義務者をめぐる判例の多くは、未成年者の加
害行為、精神障害者の加害行為に関するものであるが、これらの判例は、認知症の高齢者の加害行為にも参考になるし、前記 民法の各規定の趣旨、解釈も当然に適用され 。なお、責任能力全体については、星野英一・ 「責任能力（連載・日本不法行為法リステイトメント⑪） 」ジュリスト八九三号八二頁が参考になる）
。
（六）
　
認知症等の高齢者の介護、世話のあり方、仕方は、政治、行政、社会、福祉事業、家族等にとって重要な課題、
問題であるが、個々 高齢者ごとに多様であり、これらの課題・問題と高齢者が加害行為を行った場合の損害賠償責任の成否の判断の問題とは別の問題である。後者の場面では、高齢者の判断能力の程度、加害行為 内容・態様、被害の内容、介護・世話の状況、介護等の担当者の地位・関係等 個々 事実関係 照 し、民法七〇九条、 三 、七一四条の規定の趣旨、解釈、沿革等を踏まえて、これら 規定を適用して判断することが合理的 あり、公平であ
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る。認知症の高齢者であるからといって民法の前記各規定の適用を一律に排除する根拠は全くないだけでなく、高齢者に多額の資産があるような場合には、高齢者の加害行為による被害の救済を拒否 こと 、損害賠償に関する基本的な理念の一つである損害の公平な分担の理念にも著しく反する結果になる。
第一審判決と控訴審判決は、前記のように法的な枠組みの基本は同じであるが、採用した論理と結論が若干異なる
判断を示したものである
（控訴審判決は、特に損害の公平な分担の精神を強調して判断していることが特徴的である）
。これら
の判決の各内容を比較対照すると、本件の事案の内容につい は第一審判決の論理、判断のほうが控訴審判決よりも合理的、論理的であると考えられ 。
五
　
成年後見人等の民法七一四条所定等の責任
（一）
　
前記の名古屋地判平成二五・八・九判時二二〇二号六八頁、名古屋高判平成二六・四・二四判時二二二三号
二五頁の事案は、高齢者につき成年後見の審判がされていないものであったが、成年後見の審判がされていた場合には、両判決ともに、成年後見人が法定監督義務者と判断され、民法七一四条一項所定の損害賠償責任を肯定したもと推測することができる。また、成年後見人として誰が選任 るかによ が、同居し 諸事 世話をしていた家族がいた場合には、成年後見人とは別に、その家族が代理監督義務者と判断され、民法七一四条二項所定 損害賠償責任の成否も問題 なったことも窺われるところである。
前記の事案は、高齢者の加害行為と法定監督義務者等の損害賠償責任が問題になった判例としては、過去、法律雑
八四四
誌に公刊された判例の中では初めてのものと思われ、その内容、関係する法律問題の検討に重要な判断事例を提供している。特に関連する法律問題としては、成年後見人、成年被後見人の家族の損害賠償責任が密接に関係するものと考えられ
（このほか、成年後見人の監督者である後見監督人、家庭裁判所の損害賠償責任、保佐開始の審判がされた場合の保佐
人の損害賠償責任も問題になり得 ）
）（（
（
。
（二）
　
成年後見人の職務、権限、趣旨については、既に紹介したとおりであり、成年被後見人の生活、療養看護及
び財産管理に関する事務を行うことを職責とするものであり、禁治産者の後見人と比較すると、その職責は、拡大、充実強化されているし、これらの事務を処理するに当たっては、成年後見人は善管注意義務を負うものである
（民法
八六九条、六四四条
））（（
（
。成年後見人の選任状況、高齢者本人との関係については、最高裁判所事務総局家庭局によって
毎年「成年後見関係事件の概況」が公表されているが、これによると、近年に選任された成年後見人の五〇％以上が弁護士、司法書士 社会福祉士であり
（家族、親族が成年後見人に選任される数を超えているが、これらの者の中では、司法
書士の選任数が最も多く 平成二五年度においては、子が成年後見人に選任された数とほぼ同じ なっている
））（（
（
、これらの者は、
専門職後見人と呼ばれている。専門職後見人は、年々増加傾向 あ 、弁護士、司法書士、社会福祉士ともに選任数が増加している
）（（
（
。
成年後見人の事務処理の状況については、近年、横領事件等の不祥事が発覚し、病的な現象が重大な問題になって
おり
（専門職後見人による不祥事も目だっているし、高齢者の被害額も高額な事例が報道される等している）
、家庭裁判所の責
任が訴訟によって追及され 事例も見られるようになり、後見監督人の積極的な選任等 成年後見人に対する監督が
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重視されるようになっている。成年後見人の不祥事については、被害者となった高齢者の生活状況、判断能力、身体能力等の事情に照らし、高齢者本人が被害の救済を求めることは事実上不可能であるし、現実に被害の救済が実現されるかも深刻な不安が残る
（高齢者の残る人生に深刻な悪影響を及ぼすことになる）
。成年後見制度は、安心して利用しや
いことが重要な制度の理念であり、専門職後見人が多数選任されているのも、その職業上の信頼を基にしているが高齢者に って安心できないとか、成年後見人に対する監督 ための費用がかかることによって利用しにくい事態が今後も生じる すれば、成年後見制度の根本を揺 がすことになろう。（三）
　
成年後見人が成年被後見人である高齢者に対して善管注意義務を負うことは明らかであるが、この善管注意義
務の内容、義務違反の判断基準について、成年後見人が専門職後見人である場合と家族であ 場合とで異なることがあるか、どのように異なるかが問題 なる。専門職 選任され 理由は、職業上の信頼を基にしていること、専門的な知識、経験による高度の後見の事務処理を期待できること、不正・不当な事務処理がなく、適正な事務処理を期待でき こと等 事情が背景にあるし、そのような事情を基に多数の推薦が行われ ものである。これらの 情に照らすと、専門職後見人は、家族の成年 人と比較すると、それぞれの専門職を踏まえた高度 善管注意義務を負っていると解するのが相当であり、そ ような高度の善管注意義務 負 べき合理的な根拠がある。近年、成年後見人の権限等 めぐる議論 盛んに行われてい ようであり、一部には成年後見人 注意義務、法的な責任が厳格に過ぎる等 見解もあるようであるが、成年後見制度の趣旨、導入の経緯、関係する民法の規定の趣旨、解釈、判例、学説に照らすと、高度な注意義務と解する合理的な根拠を指摘することはできても
（専門職成年後見人は、その職務の遂
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行につき相当な報酬を受けることが通常である）
）（（
（
、軽減すべきとの根拠は全くない。成年後見人の事務の内容、注意義務の
内容・程度は、既に紹介した立法担当者の解説にも示されているように、高齢者等の本人の生活、療養看護という身上面の保護 関する成年後見人の職務・機能 実効性を高めていくことが重視されているものであるから、専門職後見人が多数選任されている事情、信頼、期待に即して検討し、判断する 必要である。この観点からみると、専門職後見人は、それぞ の専門職を踏まえ 専門性を活かした高度の善管注意義務を負っていると解するのが相当である。専門職後見人の善管注意義務の内容・水準、義務違反の判断基準を検討す に当たっては、高齢者等 本人の権利・利益の保護のために導入された 制度の趣旨、経緯に照ら て検討し、判断すべき り、そ 不祥事が現実化した等 事情から 責 回避を図 等の視点から検討することは全く的外 であ 。（四）
　
ところで、成年後見の審判がされている高齢者が加害行為を行った場合、その成年被後見人が常に責任能力を
有しないとはいえないものであり、個々の事案ごとに成年被後見人に加害行為の際 責任能力があったかどうかを判断することが必要である。
成年被後見人に責任能力が認められなかった場合、成年後見人につき民法七一四条一項所定の損害賠償責任の成否
が問題になるが、この場合、同条項の各要件のうち、成年後見人が法定監督義務者に該当することについては学説上ほぼ異論がないことは前記のとおりである。成年後 こ 損害賠償責任を実際に負うかは、成年被後見人の加害行為が責任能力を別として民法七〇九条所定 要件を満たすか、成年後見人が同法七一四条一項但書所定 要件を満たすかどうかによって、最終的に判断されることになる
）（（
（
。
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成年後見人として専門職後見人が選任されている場合、家族、特に同居の家族がいるときは、成年後見人の前記責
任のほかに、家族の損害賠償責任が問題になることがあり、この場合、民法七一四条二項の代理監督義務者としての責任、民法七〇九条所定の責任が問題になり得る。成年後見人として専門職後見人が選任されている場合、成年被後見人の家族が代理監督義務者に該当することはあり得 ところであり、事案の内容によっては家族 損害賠償責任が認められることもある。これら 複数の者の損害賠償責任は、民法七一九条一項、二項の関係が認められるかどうかにかかわ ず、不真正連帯の関係にある。（五）
　
成年後見人の高齢者である成年被後見人に対する損害賠償責任については、前記の民法七一四条一項に基づく
場合だけでなく、専門職後見人の前記内容の高度な善管注意義務に照らすと、事案によっては、民法七〇九条所定に損害賠償責任を負うことがあり得ることは当然である。
六
　
最
　
後
　
に
高齢者の数が増加し、社会における高齢者の割合も増加しているため、これまでにも増して高齢者が被害を受ける
事故も、高齢者が加害者になる事故も増加しているようである。現代社会においては、地域社会の衰退等の事情により、高齢者が日常的に社会に出て生活をし、自動車等を運転したりして、自ら加害行為を行うリスクが高まっているため、高齢者の事故は、被害者 なる問題よりも、加害者になる問題に 注目して高齢 事故をめぐる の検討
八四八
の必要性が高まっている。本稿は、前記の名古屋地裁・高裁の事件をきっかけにして、高齢者の加害事故と法的な責任を検討しようとしたものであり、その第一歩になる検討に過ぎない。筆者は、従来、高齢者が被害者になる判例の分析等 行ってきたが、今後は、加害者になる事案、判例にも関心をもってい たいと考え いたところ、故廣瀬先生の追悼論文集に執筆の機会をいただいたものである。
私事であるが、故廣瀬先生には本学に赴任するに当たって、筆者が当時聖心女子大学にいた際、小島先生とともに
故廣瀬先 から法科大学院の開設に当たり親しく赴任の話をいただき、ご丁寧な話であり、お受けした経緯があり、大変お世話になった次第である。
故廣瀬先生には感謝を申し上げますとともに、ご冥福をお祈り申し上げます。（
（）責任能力については、民法七一三条により、精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠くことであると規定されているが、その弁識能力の内容・程度については議論があるし、具体的な事案において証拠上判断することは必ずしも容易ではな 。高齢者自身も自分が責任能力を有しているかどうか判断して行動しているものではないし、責任能力に関する証拠は明らかではなく、責任能力の有無の判断は困難であ 。特に高齢者の場合には、精神的能力、判断能力等のがまだら状態で変化し、低下することが多く、未成年者のように年齢等を基準に判断することができないため、責任能力を有していたかどうかの判断 相当に困難である。また、周知のとおり、未成年者の事例であるが 大審院の判例においては、一二歳七か月の子 もの責任能力を否定した の（大判大正一〇・二・三民録二七輯一九三頁）がある反面、一一歳一か月の子どもの責任能力を肯定したもの（大判大正四・五・一二民録二一輯六九二頁） り、これらの判例をどのように調和させて解釈するかが議論されている。この議論においては、加害行為の性質等の事情のほ 、損害賠償義務の支払能力を考慮したものとの理解が相当広く行われている。
（
（）高齢者が加害行為を行い、損害賠償責任が問題 なる場合 その損害賠償責任は 民法七一三条、七一四条 適用上、同
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法七〇九条、七一〇条所定の不法行為責任に限られるのか、他の不法行為責任（例えば、民法七一五条、七一七条、七一八条、自動車損害賠償保障法三条等）をも含むのかが問題になる。こ 問題は、責任無能力制度の理解、解釈に関係するものであり 責任無能力が判断能力の有無・程度によると解する場合には、判断能力に関わらない不法行為責任の場合には、民法七一三条、 一四 の適用を否定することが合理的であると考えられよう。この見解からみると 八条、自動車損害賠償保障法三条の場合については、民法七一三条、七一四条の適用を否定することになり、同法七一七条一項本文 二項の場合には、土地工作物等の瑕疵の理解 解釈によって異なることになり、瑕疵を客観的 解するときは、否定することに繋がりやすい。なお 自動車損害賠償保障法三条の場合に民法七一三条 適用を否定した判例 して、大阪地判平成一七・二・一四判タ一一八七号二 二頁がある。
（
（）我妻榮他・ 「我妻・有泉コンメンタール民法第
（版」一三八二頁、加藤一郎・ 「不法行為法〔増補版〕 」一六一頁、幾代通・
「不法行為」一七九頁以下、平井宜雄・ 「債権各論Ⅱ不法行為」二一九頁、近江幸治・ 「民法講義Ⅳ事務管理・不当利得・不法行為〔第
（版〕 」二一四頁、遠藤浩編・ 「基本法コンメンタール債権各論［第
（版］ 」六八頁（潮見佳男執筆） 、藤岡康宏・ 「民
法講義Ⅴ不法行為法」三一〇頁、中井美雄・ 「不 行為法（事務管理・不当利得） 」二五六頁、内田貴・ 「民法Ⅱ第
（版債権各
論」四〇〇頁
なお、現行法の後見人の責任については、その責任が軽きに失する感がないでもないとの指摘もある（我妻榮他・前掲一
三五八頁） 。
（
（）藤岡康宏・前掲三一〇頁、藤岡康宏他・ 「民法Ⅳ債権各論［第
（版補訂版］三三一頁
（
（）平井宜雄・前掲二一九頁は、後見人、保護義務者のような法律の規定に根拠を有する者に限定されるわけではなく、これらの規定の趣旨を類推して該当すべきだと解される者も含まれるとし、福岡地判昭和五七・三 一二判時一〇六一号八五頁を引用し、遠藤浩編・前掲六九頁（潮見佳男執筆）は、法定監督義務者でなくても、これと同視しうる人的関係に立つ場合にも民法七一四条一項が されるべきである する。
（
（）我妻榮他・前掲一三八三頁
（
（）平井宜雄・前掲二一七頁、近江幸治・前掲二一四頁、藤岡康宏・前掲三一〇頁
（
（）法定監督義務者、代理監督義務者が損害賠償責任を負う場合、被害者は、監督義務違反の立証責任を負うものではなく、
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その義務を怠らなかったこと、又はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったことを立証したときは、損害賠償責任を負わないものであることから（民法七一四条一項但書、二項） 、中間的責任と解するのが通説である。加藤一郎・前掲一五九頁、幾代通・前掲一八〇頁等
（
（）加藤一郎・前掲一六二頁
（
（0）小林昭彦他・ 「平成一一年民法一部改正法等の解説」二五九頁は、改正後の民法八五八条所定の身上配慮義務・本人意思尊重義務について 包括的な一般規定として規定されているが、その法的性質に関しては、身上監護の充実 観点から、成年後見人が成年被後見人の身上面について負うべき善管注意義務（民法八五九条において準用する六四四条） 内容を敷衍し、かつ、明確にしたものとして位置付けるのが相当であるとか、一般規定の内容は、単に善管注意義務の解釈を具体化したものにとどまらず、理念的に成年被後見人 身上への配慮及びその意思の尊重が事務処理の指導原理であ こ を明示することによって、身上面の保護に関する成年後見人の職務・機能の実効性を高めていくことに資するものと考えられると説明している。
（
（（）昭和時代における判例としては、高知地判昭和四七・一〇・一三下民集二二巻九─一二号五五一頁（通院加療中の精神分裂病者による殺人の事例） 、福岡地判昭和五七・三・一二判時一〇六一号八五頁（精神分裂病患者による殺人の事例） 、最一判昭和五八・二・二四判時一〇七六号五八頁（精神障害者 よる傷害の事例） 、東京地判昭和六一・九・一〇判時一二四二号六三頁（責任無能力者 殺人の事例） 、大阪地判昭和六一 九・二四判時一二二七号九九頁 入院中の精神病患者の他の入院患者に対する暴行の事例） 、鹿児島地判昭和六三・八・一二判時 三〇一号一三五頁（入院中 精神分裂病患者 外泊許可中における第三者の殺害 があり 平成時代 おける判例としては次 ようなものがあるが、判決の概要を若干紹介したい。
　　
①横浜地判平成四・六・一八判時一四四四号一〇七頁
Ａは、自傷他害のおそれのある精神分裂病患者と認定され、Ｙ県（岩手県）の運営に係る病院に措置入院させられていた
ところ、作業療法の一環として院外散歩を他の患者とともに行っていた際 散歩コースに鍵をつけ まま停車していた貨物自動車に乗り込み、無断で離院 た後、列車 乗り継いでＢ市 至り、登山ナイフを購入し、通行人を殺害し 金員を強取する目的で、信号待ちをしていたＣをナイフで突き刺し、殺害したため、Ｃの相続人
Ｘ
（、
Ｘ
（らがＹに対して国家賠償責任に
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基づき損害賠償を請求した。本判決は、Ａが過去無断離院をし、被害妄想のある要注意患者であったこと等からＹの医師らには離院の予見可能性があり、措置入院の経緯等から離院すると第三者を殺害する蓋然性が高いことを予見することができた等とし、請求を認容した。
　　
②東京高判平成六・二・二四判タ八七二号一九七頁
前記の横浜地判平成四・六・一八の控訴審判決であり、Ｙが控訴し、
Ｘ
（らが附帯控訴した（
Ｘ
（らは、請求を拡張した） 。
本判決は、概ね原判決を引用し、Ｙの責任を認め、附帯控訴 に基づき原判決を変更し、請求を認容し、Ｙの控訴を棄却した。
　　
③仙台地判平成一〇・一一・三〇判時一六七四号一〇六頁
Ａは、Ｂ株式会社（代表取締役はＣ）の元従業員であり、精神分裂病に罹患しており、平成六年八月、Ａの父Ｙが仙台家
裁により精神保健法に基づき保護者に選任されていたところ、Ａが平成八年七月にＣをナイフで刺 て殺害したため、Ｃの相続人である
Ｘ
（、
Ｘ
（らがＹに対して民法七一四条に基づき損害賠償を請求した。本判決は、保護者が民法七一四条所定の法
定監督義務者に当たるとし、可能な限り、自傷他害の危険を防止するため 措置をとるよう努力する義務があるとし、本件ではＢ、Ｃに対する加害行為があったこと、殺人事件の一年一か月間は何らの措置をとらなかったこ 等から、監督義務を果たしたとはいえないとし、請求を認容した。
　　
④山口地下関支部判平成一六・一一・一判時一八九二号七四頁
Ｙ
（は、ＪＲ下関駅において通行人、ホーム上の乗客五名を殺害し、他に傷害を負わせる等したため、被害者の遺族ら
Ｘ
（、
Ｘ
（らが
Ｙ
（のほか、両親
Ｙ
（、
Ｙ
（、
Ｙ
（鉄道会社に対して不法行為等に基づき損害賠償を請求した（
Ｙ
（は、刑事事件で責任能力の
ないこと等を主張していた） 。本判決は Ｙ
（の不法行為を認めたものの、Ｙ
（らについては、Ｙ
（が大学生のころから精神病院で
治療させ、症状が軽減 、事件直前 は軽貨物運送業を営み、周囲から
Ｙ
（の暴力等で苦情が出されたことがなかったこと等
から、無差別大量殺傷事件を起こすことを全く予期できなか 等 し、監督責任を否定し、
Ｙ
（の責任を否定し、
Ｙ
（に対す
る請求を認容し、Ｙ
（らに対する請求を棄却した。
　　
⑤長崎地佐世保支部判平成一八・三・二九判タ一二四一号 三三頁
統合失調症に罹患していたＡ（当時二〇歳）は、父
Ｙ
（の自宅のある佐世保市から離れ、横浜市のマンションに単身居住し
ていたところ、暴力等の問題行動があり、警察署に保護され、
Ｙ
（が引き取り、佐世保市で同居するようになり、Ａに異常行
八五二
動が見られたが、Ｂの自宅に行き、Ｂを殺害したことから（Ａは、責任能力がないとし、不起訴処分となった） 、Ｂの夫
Ｘ
（、
両親
Ｘ
（、
Ｘ
（が
Ｙ
（のほか、Ａの弟
Ｙ
（に対して民法七一四条に基づき損害賠償を請求した。本判決は、Ａの言動から
Ｙ
（において
他害防止のため保護監督することが不可欠な状況にあることを予見していたか、予見することができたとし、民法七一四条一項の監督義務を認め、Ｙ
（につき否定し、Ｙ
（に対する請求を認容し、Ｙ
（に対する請求を棄却した。
　　
⑥福岡高判平成一八・一〇・一九判タ一二四一号一三一頁
前記の長崎地佐世保支部判平成一八・三・二九の控訴審判決であり、
Ｙ
（が控訴した。本判決は、基本的に第一審判決を引
用し、控訴を棄却した。
　　
⑦名古屋地判平成二三・二・ 判時二一〇 号九三頁
Ａは、デパートにいたところ、知的障害のある自閉症患者のＢから両肩を押され、床に突き飛ばされる等の暴行を受け、
右上腕骨頚部骨折等の傷害を負ったため、ＡがＢに対して不法 為に基づく損害賠償を請求する訴訟を提起したところ、責任無能力を理由に敗訴 決 受けたことから 死亡した後、Ａの相続人
Ｘ
（、
Ｘ
（、
Ｘ
（がＢの両親
Ｙ
（、
Ｙ
（に対して民法七一
四条一項、二項に基づき損害賠償を請求した。本判決は、
Ｙ
（らは法定の監督義務者に該当しないし、保護すべき具体的必要
性がある場合に限り、監督義務者に準じて民法七一四条の責任を負う し、Ｂが知的障害を伴う自閉症であったものの、Ｂを保護監督すべき必要性があったとは認められない等とし、請求を棄却した。
（
（（）家事審判官の過誤が問題になった判例としては、広島地福山支部判平成二二・九・一五金融・商事判例一三九二号五八頁、広島高判平成二 ・二・二〇金融・商事判例一三九二号四九頁 大阪地堺支部判平成二五・三・ 四金融・商事判例一四一七号二二頁がある。弁護士である後見人職務代行者・後見人の善管注意義務違反が問題 なった判例としては、東京高判平成一 ・一・二七判時一九〇九号四七頁 る。
（
（（）小林昭彦他・前掲二五九頁以下
（
（（）最高裁判所事務総局家庭局・ 「成年後見関係事件の概況」 （─平成二四年一月〜一二月─） （─平成二五年一月〜一二月─）
（
（（）成年後見制度研究会・ 「成年後見制度の現状の分析と課題の検討〜成年後見制度の更なる円滑な利用に向けて〜」 （平成二二年七月）
（
（（）ボランティアであっても、民法七一四条二項の損害賠償責任が認められると解されているし、判例もある（東京高判昭和
八五三
高齢者の加害事故と法的な責任（升田）
五一・一〇・二〇判タ三四七号一七七頁） 。
（
（（）本稿を校正中、未成年者（一一歳）の小学校の校庭でサッカーボールを蹴ったことによる小学校脇の道路を自動二輪車で走行中の高齢者に対する加害事故に関する親の民法七一四条一項所定の損害賠償責任の成否をめぐる最一判平成二七・四・九に接した。この判決は、マスメディアでも大きく取り上げられ、世間の話題になっているが、責任能力のない未成年者の親権者は、直接的な監視下にない子の行動について、人身に危険が及ばないよう注意して行動するよう日頃から指導監督する義務があるとしつつも、通常は人身に危険が及ぶような行為であるとはいえない場合には、人身損害が具体的に予見可能であ などの特別の事情が認められない限り、子 対 監督義務を尽くして なかったとすべきでないとして、監督義務者の義務を怠らなかったときに当たるとし、こ 事案の親の責任を否定している。この判決は、通常は人身に危険が及ぶことという基準 新たに設けるものであるが（新基準） 、新基準を採用すべき法律的 社会的な根拠、妥当性が明らかでなく、疑問があること、新基準は人身損害を要件とするものであり、これによると財産権侵害等の他 類型の不法行為に関する親権者の免責を一層不透明にするおそれがあるこ （新基準 理解 よっ は、免責 無限定に認めるか、あるい 、逆 認めないことになる） 、新基準が曖昧過ぎ、いじ 等の事案にも適用され、親の責任を不透明にし、不当に軽減するおそれがあること、この事案の解決についてはそもそもこ 事案のサッカーボールを蹴った行為が不法行為を構成し と 判断をすることも十分可能であった 指摘 ことができ 。筆者としては こ 判決の結論は別として、そ 論理は 論理の問題点と今後における悪影響に照らすと、賛同し難い が高齢者 加害行為に関する監督義務者等の責任に及ぼす影響の可能性がないとはいえ が、高齢者 加害事故、監督の実情 未成年者の場合とは大きく異なるものであり、その事案に即して判断すべきであり、慎重な対応が重要である。
（本学法務研究科教授・弁護士）
